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本研究は、従来から排水工法の一つに上げられているグラベル ドレーン工法を置換工法の一種

と捉え、地盤置換率という指標で液状化対策効果を評価しようと考え、実験的に検討したもので

ある。振動台を用いた液状化実験を実施し、グラベルドレーンによる地盤置換率と最大過剰間隙

水圧比、および地表面沈下率の関係について考察した。その結果、地盤置換率の増加に伴い最大

過剰間隙水圧比が減少し、それとともに地表面沈下率も低減することが明らかとなった。
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1.は じめに

グラベル ドレー ン工法は、排水工法の一種であ

り、低騒音でなおかつ周辺地盤の振動などによる

変状をほとん ど伴わないといった施工上の特徴

を有することか ら、既設構造物近傍や市街地での

施工に適 した工法と言われ、全国でもその施工事

例は数多い1)。一方で、本工法の対策原理が過剰

間隙水圧の早期消散を 目的としていることか ら、

間隙水の排水によって生 じる、地震後の残留沈下

が問題視 されている2)。

1993年 釧路沖地震においては、釧路港のグラベ

ル ドレー ンを施工 した地点で400galを 越える加

速度が観測されたにもかかわらず、改良域での亀

裂や地盤沈下は見 られなかったことか ら、初めて

グラベル ドレー ン工法 の液状化軽減効果が実証

された 気)。

以上のことを踏まえた上で本研究では、グラベ

ル ドレーン工法を排水工法 というよりは、む しろ、

ゆる詰めの砂地盤の一部を砕石などの透水性の

高い材料で置換す るといった置換工法の一種と

して捉え、振動台を用いた液状化実験を行い、改

良地盤における地盤置換率が地盤の液状化抑制

効果に与える影響について検討 した。

2.実 験概要

(1)実験装置および入力条件

図-1に 実験装置の概要を示す。振動台の上に設置

された鋼製の砂箱(幅500× 長 さ1500× 高 さ

350mm)内 に模型地盤を作成 した。同地盤は、非

改良地盤(幅500× 長 さ750× 高さ200mm)と 改

良地盤(幅500× 長 さ750× 高さ200mm)か ら成

っている。非改良地盤は、5号 珪砂(平 均粒径

D50=0.40mm,均 等係数Uc=1.93)を 用いて水中落

下法によって作成 した緩詰め飽和砂地盤である。

改良地盤の作成 につ いて は、 まず塩 ビ管(φ

55mm)に ナイ ロン製ス トッキ ングを覆い被せた

ケーシングを砂箱内に設置 し、ケーシング内にコ

ンク リー ト骨 材 用 の5号 砕 石(最 大 粒 径

Dmax=25mm)を 投入 し、砂箱内には上記と同様の

砂を水中落下させた。地盤がある程度の高さまで

作成された後、ケーシングを引き抜き、グラベル

ドレーンを作成 した。
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図-1実 験装置概要図

表-1実 験 ケ ース

入力加速度は約100gal、200galの2ケ ースであ

る。入力波は、5Hzの 調和波であり、2秒 間で最

大加速度に達するように し、その後さらに同振幅

で8秒 間加振 した。入力方向は砂箱の長手方向で

ある。

(2)実験ケースおよび計測方法

改良地盤におけるグラベル ドレーンは正三角

形配置 とし、同配置における地盤置換率は次式に

よって表 される。

(1)

ただ し、ag:地 盤置換率、a:ド レーンの半径、

d:ド レーンの打設間隔である。

実験では、地盤置換率を5～50%の 範囲内で変化

させた。表-1に 実験ケースの一覧を示す。

計測項 目として、加振中に振動台に貼付 した加

速度計で入力加速度を、地盤内に設置 した水圧計

で過剰間隙水圧を計測 した。また、地表面に設置

図-2入 力加速度および過剰間隙水圧比の時刻歴(地 盤

置換率5%,100gal)

した加速度計で応答加速度を計測 した。なお、加

振前後に、定測点(非 改良地盤、改良地盤 ともに

14カ 所)お よびグラベル ドレー ンの正三角形重心

位置(6カ 所)に おいて、地盤厚を測定 し、地盤

の沈下量を求めた。

3.実 験結果 および考察

図-2は 地盤置換率5%、 入力加速度100galの ケ
ースにおける入力加速度および改良地盤、非改良

地盤のW2,W4に おける過剰間隙水圧比の時刻

歴を示 したものである。過剰間隙水圧比の図よ り、

非改良地盤では入力加速度が最大値 に達 した辺

りで急激に増加 し、ピークに達 した状態が数秒間

継続 しているのに対 し、改良地盤では過剰間隙水

圧比が1.0付 近まで達 してはいるものの、す ぐに

消散 し始めていることがわかる。また、このとき

ドレーンから間隙水が吹き出すのが目視でき、過

剰間隙水圧の早期消散効果があったといえる。同

じ入力加速度のもとで、地盤置換率を10%に した

ケースの結果を図-3に 示す。同図における過剰間

隙水圧比の記録をみると、非改良地盤では図-2

のケースとほとんど変わ らないが、改良地盤では、

水圧の振動成分を除けば、過剰間隙水圧比が0.2

程度に抑えられており、このときの ドレーンから

の間隙水の排出はほとん ど見 られなかった。これ

らのことから、地盤置換率が10%の 図-3の ケー

スにおいては、間隙水が ドレー ンに向か って流れ

ることによる消散効果 というよ りは、む しろ ドレ
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図-3入 力加速度および過剰間隙水圧比の時刻歴(地 盤

置換率10%,100gal)

ーンで置換 され ることによって地盤全体の透水

性が良くなり、結果 として液状化抵抗強度が増加

したと考えることができる。

図-4は 地盤置換率 と最大過剰間隙水圧比 との

関係を表 したものである。入力加速度が100gal、

200galの いずれのケースについても、地盤置換率

が増加 してい くにつれて最大過剰間隙水圧比が

減少 していることがわかる。入力加速度が100gal

の場合は、特にその傾向が顕著であり、地盤置換

率が20%で は過剰間隙水圧がほとん ど発生 して

いない。これに対 し、入力加速度が200galに なる

と、地盤置換率が10%ま では過剰間隙水圧比が減

少ぜず、15%辺 りで0.5程 度に抑えられ、0.2以 下

に抑えるためには地盤置換率を50%ま で増加 さ

せなければな らない。

図-5に 、地盤置換率 と地表面沈下率(初 期地盤

厚に対する地表面沈下量の百分率)の 関係を示す。

非改良地盤(地 盤置換率0%)、 改良地盤ともに

入力加速度の増加による地表面沈下率の増加が

見 られる。また、改良地盤おいては、地盤置換率

の増加に伴 って地表面沈下率が減少 しており、グ

ラベル ドレーンによって地盤沈下が軽減 されて

いることが確認できる。このような関係は、図-4

で示 した地盤置換率 と最大過剰間隙水圧比 との

関係 とよく似た傾向を表すことか ら、全ケースに

おける最大過剰間隙水圧比 と地表面沈下率 との

関係について整理 したものが、図-6で ある。同図

より、過剰間隙水圧比が大きい値の付近に沈下率

が大きか った点が多 く分布 してお り、過剰間隙水

図-4地 盤置換率と最大過剰間隙水圧比の関係

図-5地 盤置換率と地表面沈下率の関係

図-6最 大過剰間隙水圧比と地表面沈下率の

関係

圧比の最大値が低 く抑えられることによって、地

盤沈下も低減されることがわかる。 したがって、

図-2に 示 されるように過剰間隙水圧を早期 に消
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散できても、その最大値を抑えることができなけ

れば、従来か ら懸念されている残留沈下が生 じる

ことになる。

4.地 盤置 換 率 と液 状化 抵 抗強 度 に関す る検

討

前項の実験結果から、グラベル ドレーン施工地

盤では地盤置換率の増加に伴い、過剰間隙水圧の

上昇を抑えるとともに地盤沈下 も抑制 されるこ

とが明らかとなった。 ここでは、実験結果か ら得

られた過剰間隙水圧比 γuを式(2)を用いて液状化

安全率FLに 換算 し、グラベル ドレーン施工地盤

における地盤の沈下特性について検討する。

(2)

図-7,図-8は それぞれ、実験結果から得 られた

液状化安全率と地表面沈下率および地盤置換率

の関係についてプロッ トしたものである。これら

の図を用いて、本実験におけるグラベル ドレー ン

による改良地盤の沈下特性およびその抑制効果

について評価する。図-7よ り、液状化安全率が大

きい範囲内では地表面沈下率は小さく、増加 も緩

やかであるが、安全率が1.2を 下回った辺 りか ら

急激に沈下率が増加 していることか ら、地表面沈

下率を1.0%程 度に抑え るためには液状化安全率

が1.2以 上である必要があることがわかる。また、

図-8に より液状化安全率が1.2以 上となるために

は、地盤置換率は入力加速度が100gal程 度であれ

ば約10%、200gal程 度であれば約30%で あればよ

いことになるが、ねば り強さと経済性を考慮すれ

ば、約20%が 合理的ではないかと思われる。

5.ま とめ

本研究では、振動台を用いた液状化実験を行い、

グラベル ドレー ン施工地盤における地盤置換率

が過剰間隙水圧比、地表面沈下率の抑制効果に与

える影響 について定性的に検討 した。以下にその

結果をまとめる。

(1)グラベル ドレー ンによる液状化軽減効果には、

過剰間隙水圧の早期消散および発生抑制があり、

その様相は異なる。

(2)地盤置換率が増加することに伴い、最大過剰間

隙水圧比が減少す るとともに地表面沈下率 も抑

制される。また、両者には良い相関が見 られた。

図-7地 表面沈下率と液状化安全率の関係

図-8地 盤置換率と液状化安全率の関係

(3)実験結果より換算 した液状化安全率によって、

改良地盤の沈下特性および沈下抑制効果につい

て評価 したが、本実験の範囲内では入力加速度の

増加による安全率の低下が比較的大きいため、想

定地震動および経済面での検討が必要 と思われ

る。
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